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要旨：3 階建て鉄筋コンクリート造建築物を対象に地震応答解析を行い，得られた応答結果に対して靭性指標

算定式（日本建築防災協会編の耐震診断基準で与えられている設計式）との関係を調べた。ここでは，告示

で与えられている加速度応答スペクトルに着目し，地盤種（3 種類）と継続時間（2 種類）を変えた模擬地震

波 120 波を作成し，これを最大速度 25Kine 及び 50Kine に基準化した波形（合計 240 波）を入力波とした。

その結果，現行の靭性指標算定式は概ね応答結果の下限値を表す設計式であることが確認できた。また，塑

性率（もしくは最大応答変位）を大略的に把握するための地震動指標との関係についても検証を加えた。 
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1. はじめに 

 既存鉄筋コンクリート造建築物を対象とした文献1)の

耐震診断基準において，靭性指標値は「保有する変形性

能を地震応答と結びつけて表した指標」と定義されてお

り，塑性率の関数で表された算定式が示されている。  

この式は，例えば文献2)の地震応答解析結果をもとにし

て得られた安全側の略算式であり，短周期を有する中低

層建築物を対象とすれば地震応答解析を行わずとも塑性

率さえ定めれば簡易に靭性指標値を算定できる設計式と

なっている。しかし，式を構築する際に解析対象とした

地震波は数種の限られた結果であり，近年の設計法で取

り入れられている地震波なども含め多くの地震波を用い

た検証を積み重ねていく必要があると思われる。 

 ところで，靱性指標値を求めることの意義は建物の塑

性変形を許容することにあるので，地震動の入力レベル

の違いにより建物にどの程度の応答変位（もしくは塑性

率）が生じるかを把握しておく必要がある。そうした中，

近年の耐震設計は建物の損傷程度を応答変位と結びつけ

て評価するいわゆる性能表示型が求められつつあり， 

その損傷程度を簡易的に評価する手法として応答変位を

地震動指標（最大加速度など，地震波の特性を表す値）

との関係で把握する試みがなされている

3)
。性能表示型

耐震設計はもともと新規建築物を対象としたものである

が，そうした設計法は既存建築物に対する耐震診断及び

耐震改修に関しても今後必要になると思われ

4)
，地震動

指標と応答変位の関係についての検証は耐震診断の結果

を受けて実施する耐震補強への資料（補強前の建物をど

のレベルまで補強するか否か）にも利用できると考える。 

 以上の背景に対して，本論文では近年の耐震設計で取

り入れられている限界耐力計算での加速度応答スペクト

ル

5)
を視野に入れた模擬地震波を入力波とした上で，3階

建て鉄筋コンクリート造建築物を対象とする地震応答解

析を行った。その際，合計240波を入力波とする応答結果

から得られる靱性指標値と塑性率の関係を検証し，多数

の地震波に対する靱性指標算定式

1)
の妥当性を検証した。

また，塑性率と地震動指標との関係についても調べるこ

とで塑性率5（診断基準で規定される最大塑性率）のとき

の地震動レベルはどの程度のものなのかを把握するとと

もに，両者の関係を表わす回帰式も示した。 
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図－1 解析対象建物の平面図及び立面図 

（文献 6)，pp.136，pp.137 より転載） 
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2.地震応答解析の概要 

2.1 検討対象とした建物 

 解析対象の建物は，文献 6)の設計例で与えられている

純ラーメン 3 階建て鉄筋コンクリート造とした。破壊形

式は，曲げ降伏先行型となっている。図－1 は平面及び

立面の概要である。なお，同文献中には設計震度（設計

の際に想定する外力を震度の形で表したもの）として 0.2

及び 0.3 の 2 ケースがあり，表－1にはトリリニア型骨格

曲線中のひび割れ点及び降伏点をX方向及びY方向それ

ぞれについて示した。 

2.2 地震応答解析 

 表－1 をもとに定まるトリリニア型の骨格曲線（第 3

剛性は零とする）に対して，履歴則は文献 6)，7)を参照

して図－2に示す除荷剛性が ytRytK µ/ （ここで， ytK

は降伏点時の等価剛性， ytR µ は塑性率）となる剛性低下

型とした。数値積分はＷilson の θ法を用いており，刻み

時間は 1/1000sec である。減衰は，初期減衰 0h を 5％と

する瞬間剛性比例型とした。 

 地震応答解析から得られる靭性指標値 ytR F は，初期周

期をもとにした弾性応答解析から弾性応答せん断力

eRQ を減衰 5％時について求め，これを降伏耐力 ytQ と

の比で表した yteRytR QQF /= とする。塑性率 ytR µ は，正

負絶対値の最大応答変位を降伏変位 ytδ で除した値

[ ] ytmaxRmaxRmaxytR δδδµ /，－+= である。ここで，記号

の左下添え字の R は，地震応答解析結果から得られた値

であることを示す。表－2 は，建物重量及び固有値解析

結果（ただし，02X 及び 02Y による代表例）である。 

2.3 解析に用いた模擬地震波 

 入力波は，図－3に示す平成12年建設省告示1461号で規

定する減衰5％に対応する解放工学的基盤における加速

度応答スペクトルを目標に作成した模擬地震波である。 

表層地盤による加速度増幅率 sG は第1種，第2種及び第3

種地盤の3種類を想定し，簡略法の算定式（平12年建告第

1457号第7）を用いた。位相特性は乱数とし，包絡関数は

図－4に示す放物線で表される立ち上り部（ at ～ bt ），振

幅一定部（ bt ～ ct ），指数関数で表される減衰部（ ct ～ et ）

による3つの領域で構成されたJennings型を用い，継続時

間を60sec及び120secの2種類とした。なお，4章で ytR µ と

地震動指標の関係を調べることを考慮して，収束計算を3

回までとすることである程度のばらつき範囲を有する波

形を作成してある。これらは地盤種ごとに20波づつ（継

続時間60及び120sec合わせて40波）を作成し，図－5は得

られた模擬地震波（120波）の加速度応答スペクトルを極

めて稀に発生する地震動を例に示す。表－3は，地盤種ご

とに求めた告示の加速度応答スペクトルとの比（スペク

トルの刻み時間は0.01secで，比は0.01～2.0sec間について

求めた）に関する基本的統計値である。このようにして

得られた模擬地震波に対して最大速度25Kine及び50kine

の2種類（レベルⅠ及びレベルⅡの地震動を想定）に基準

化した波形を入力波（合計240波）とした。 

表－1 建物特性 

Q c [kN] δ c[mm] Q yt [kN] δ yt [mm]
3F 2226 1.35 4452 10.81

2F 1804 1.10 3609 8.76

1F 2756 1.44 5511 11.55

3F 2226 1.35 4452 10.81

2F 2089 1.27 4178 10.14

1F 3207 1.68 6414 13.44

3F 1697 1.61 3393 12.89

2F 1324 1.26 2648 10.06

1F 2442 2.01 4874 16.01

3F 1697 1.61 3393 12.89

2F 1324 1.26 2648 10.06

1F 2442 2.01 4874 16.01

02Y

03Y

記号 階

ひび割れ点 降伏点

02X

03X

 
 

表－2 建物重量及び固有値解析結果 

Wi
[kN]

Q yt

/∑Wi
A i分布

1次の

固有周期

[sec]
刺激係数

3F 4335 1.03 1.45 0.137

2F 4335 0.42 1.18 0.367

1F 4335 0.42 1.00 0.496

3F 4335 0.78 1.45 0.136

2F 4335 0.31 1.18 0.365

1F 4335 0.37 1.00 0.499
02Y

建物重量

記号 階

固有値解析結果

02X 0.223

0.279

 
 

 

 ◇：曲げひび割れ点（Qc，δc） 

 □：降伏点（Qyt，δyt）
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図－2 解析に用いる復元力特性 
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図－3 告示の加速度応答スペクトル（減衰 5%時） 
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3.解析結果 

3.1 各階の最大応答変位（塑性率） 

 図－6に各階の変形分布を，入力波が最大速度 50Kine，

継続時間 60sec の場合について示す。図の横軸は ytR µ で

表してある。図より，本論文で解析対象としている建物

は 2 階に変形が集中していることが見てとれる。診断基

準での靭性評価は各階ごとに行い，特定階に変形が集中

するような建物の低減は形状係数のみで評価される。し

たがって，このような建物に対する靭性指標算定式の妥

当性検証は十分に行われていないと考えられるが

例えば 8)
，

結果として 2 階に変形が集中する場合の解析結果を示せ

ることになっている。なお，3 階の ytR µ は 0.5 程度，1

階の ytR µ は 1.0 程度と弾性範囲内にあったことから，以

下の検証では 2 階の ytR µ に着目する。 

3.2 診断基準の靭性指標算定式との関係 

 図－7に，地震応答解析から得られた靭性指標値 ytR F

と塑性率 ytR µ の関係を示す。図中には，診断基準で与え

られている式(1)の靭性指標算定式 ytF を図示してある。 
 

   ( )yt

yt
ytF

µ
µ

05.0175.0
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−
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図において，地震応答解析から得られた ytR F と ytR µ の

関係のうち 82％（ただし， ytR µ ≧1 の範囲）の解析値は

式(1)算定値の上側にプロットされており，地震波の最大

速度，継続時間及び地盤種の違いに関わらず 240 波から

なる模擬地震波に対して概ね下限式（応答結果の最小値

を結ぶ曲線）にあることが確認できた。なお，ここで言

う下限式とは，設計時の要求値として ytµ を与えたとき

に建物の性能値 ytF が式(1)で安全側に求まるという意味

で述べている。なお，最大速度 25Kine の地震波に対して

は，02Y のケースを除き多くが弾性範囲内であった。 
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図－5 作成された合計 120 波の加速度応答スペクトル 

 

表－3 作成模擬地震波の統計値 

項目

第1種
60秒

第1種
120秒

第2種
60秒

第2種
120秒

第3種
60秒

第3種
120秒

最大値 2.33 1.96 1.76 1.95 1.77 1.63

平均値 1.02 1.02 1.03 1.02 1.02 1.02

最小値 0.60 0.65 0.66 0.57 0.57 0.63

標準偏差 0.158 0.148 0.147 0.140 0.155 0.132

変動係数 0.154 0.146 0.142 0.138 0.152 0.130

(注)本論文の対象は短周期(約 0.5sec 以内)が卓越する建物であり，塑性 

  化に伴う周期の伸びとして 4 倍程度までを考慮し，統計値の算出は 

  0.01～2.0sec 間（スペクトルの刻み時間は 0.01sec）を求めた。 
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図－6 各階の塑性率
R
μ

yt
分布 

（最大速度 50Kine，継続時間 60sec の入力波） 
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図－7 地震応答解析から得られた靭性指標値
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3.3 塑性率と周期特性の関係 

 式(1)の靱性指標算定式は，短周期が卓越する中低層建

築物が対象となっている。一方，応答変位は，地震動の

卓越周期と建物の固有周期との相互作用が密接に関係す

る。そこで，地震波の最大加速度 GAP 及び最大速度 GVP

から簡易的に卓越周期を算出できる式(2)を用いて

9)
，応

答解析から得られた塑性率 ytR µ との関係を調べてみた。 

   

GA

GV
eq P

P
T π2=                 (2) 

図－8には， ytR µ と eqT の関係について 02X 及び 02Y に

よる代表例で示した。図において，本論文で用いた模擬

地震波の eqT の範囲を大略すると，第 1 種地盤が 0.5～

1.0sec，第 2種地盤が 0.8～1.2sec，第 3種地盤が 1.0～2.0sec

となっている。そうした特徴を有する地震波に対して，

ytR µ は eqT が 0.50sec 近傍で大きく，その後は eqT の増大

とともに右下がりに小さくなる傾向にあった。表－2 で

示した通り，建物の固有周期が 0.25sec 前後であること

から，塑性化に伴う周期の伸びが生じた範囲で塑性率が

大きくなったと考える。この固有周期に対して，塑性率

は第 1 種地盤の地震波が最も大きく第 3 種地盤が最も小

さい値にあり，これは第 1 種地盤の卓越周期が塑性化後

の固有周期（上述の 0.50sec 前後）に最も近い値にある

ことに起因していると判断される。なお， eqT は地震波

によって一意的に定まる値であるが， GVP が 25Kine の

ときの ytR µ の最大は 2 程度に対し，50Kine では 12 程度

とはるかに大きい値となっており， eqT のみの指標では

ytR µ を把握できないことがわかる。 

 

4.塑性率と地震動指標の関係 

4.1 地震動指標について 

 3 章の結果から，240 波の模擬地震波を用いた地震応答

解析に対して式(1)は概ね下限式を表す設計式であるこ

とが確認でき，1 章で述べた多様な地震波に対する靱性

指標算定式の妥当性確認に対する本論文の目的の 1 つは

達成できた。ただし，式(1)は塑性率の関数のみで与えら

れ，短周期が卓越する中低層建築物を対象とするという

条件を与えた以外は周期特性が直接考慮されていない。

また，塑性率 ytR µ を無限に取り扱っているので建物が許

容できる最大塑性率（例えば 5）を大きく超えるケース

が多数ある上，同一地盤種でも ytR µ は異なる値が得られ

ている。言い換えれば，地震波の特性の違いを地震動指

標で表し，その指標値によって ytR µ がどの程度大きくな

るのかを定量化できれば，地震波の種類が異なっても

ytR µ を簡易的に求めることができ，そうした検証の積み

重ねは性能表示型設計への資料にもなり得る。そこで，

本章では地震動指標と塑性率の関係を分析してみる。 

4.2 塑性率と幾つかの地震動指標との関係 

 本節では，地震動指標として幾つかの因子を取り上げ，

これを ytR µ との関係で図示し，両者の相関性について調

べる。なお，以下で示す図－9の各図は設計震度 0.2 及び

0.3 は区別するが，X 方向及び Y 方向は区別せずにプロ

ットする。また，各図には ytR µ と地震動指標の間で求ま

る回帰曲線及びその回帰式に対する相関係数，標準偏差

も示してある。これらにおいて，本論文で検証対象とし

た建物の塑性率（最大応答変位）は地震動指標のうち何

の因子に影響されているか，そしてその因子を採用する

に当っての付帯条件などを検討する。 

(1)最大加速度との関係 
 地震動指標としては，最大加速度 GAP 及び最大速度

GVP による因子が最も一般的であり，前者は短周期，後

者は長周期の建物の塑性率（最大応答変位）と相関があ

ることが知られている。本論文で検討対象としている建

物の固有周期は 0.25sec 前後であることを勘案すれば，

GAP の因子を取り上げれば十分である。そこで，まず図

－9(a)に GAP との関係で図示したところ， GAP の増加と

ともに ytR µ が右上がりに大きくなる傾向が見られた。 

(2)加速度応答スペクトル及び速度応答スペクトルの 

  最大値との関係 

 地震動の卓越周期と建物の固有周期による相互の周期

特性を考慮できるとされるスペクトル値を因子に用いて

塑性率（最大応答変位）を把握する手法がある。ここで

は，減衰 5％時の加速度応答スペクトル及び速度応答ス

ペクトルに着目し，その最大値 ( )05.0max aS 及び ( )05.0max vS

との関係で図－9(b)及び図－9(c)に図示した。図より，

GAP の因子と同様に ( )05.0max aS 及び ( )05.0max vS の増大と

ともに右上がりに ytR µ が大きくなる傾向にあった。 
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(3)等加速度換算値との関係 

 近年の耐震性能評価において地震入力エネルギーの考

え方があり，それは地震動指標を表わす 1 つの因子にも

なる。ここで，地震入力による総エネルギー（ IE ）は

固有周期に依存され，質量（ M ）を用いて式(3)で示す

等価速度換算値（ EV ）で評価される

10)
。 

 

   

M

E
V I

E
2=                 (3) 

 

図－9(d)は，地震動指標の因子を減衰 5％時における EV

スペクトル中の最大値 ( )05.0max EV とした場合であるが，

同図においても ( )05.0max EV の増大とともに ytR µ が大き

くなる傾向にあった。 

(4)各因子に関わる相関性 

 以上の(1)項～(3)項の検証において，いずれの因子も

ytR µ と相関性を有することが認められた。そうした中，

図－9 の各図に示した相関係数を見ると， GAP による因

子が最も高い値にある。近年の地震動指標に関わる研究

成果によると， GAP は簡易な因子であるが故に塑性率

（最大応答変位）との相関が悪く，そうした単一の因子

に変わり上述した ( )05.0max aS ， ( )05.0max vS 及び ( )05.0max EV

による因子を用いることが多くなってきた。しかし，本

論文で検証した範囲では GAP のみでも塑性率を把握で

きることがわかった。ただし，その条件として建物の固

有周期が約 0.25sec の場合に限定され，今後，少なくと

も 0.1～0.5sec の範囲内での他の固有周期を有する場合

の検証が必要である。なお，同じ応答スペクトルでも

( )05.0max aS の方が ( )05.0max vS より相関係数が高い値にあ

った。これは，4.2 節(1)項でも述べたように，短周期の

建物の塑性率（最大応答変位）は GVP より GAP の方が相

関は高い傾向にあることが起因していると思われる。 

これに伴い， ( )05.0max EV に対する相関係数も GAP 及び

( )05.0max aS に比べて低い値にあった。 

4.3 塑性率 5のときの地震動レベルの把握 

 図－9 の各図には，塑性率が 5 のときの各因子におけ

る地震動レベルを示してある。そのうちの最大加速度

GAP に着目すれば，塑性率 5 の加速度レベルは 3.6～

4.5m/sec2
程度の地震波を想定していることがわかった。

 

0 2 4 6 8 10
0
2
4
6
8

10
12
14

(注)凡例塗り潰しは継続時間60sec，凡例白抜きは継続時間120secを表わす。

(注)図中の黒実線は，地震波の種類及びX・Y方向の違いを区別せずに480点のデータに対して求めた回帰曲線を示す。
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なお，参考までに文献 11)によれば告示で定める EV の上

限は 375cm/sec 程度となっており，これは図－9(d)を見

ると塑性率 5 を与える地震動レベルとなっている。 

 以上において，図－9 で示した回帰曲線を定式化すれ

ば地震動指標を用いて塑性率を簡易的に求めることがで

きる。その因子として，相関係数が最も高かった GAP が

採用されるが，当然ながら固有周期が変化すれば相関性

も異なってくることが推測される。また，本来は設計震

度 0.2 及び 0.3 の違いも区別せずに検証すべきであるが，

GAP にはそうした周期特性が考慮されていない。よって，

図－9 で示した全ての因子について回帰式を示すことと

し，その際，各図において設計震度の違いも考慮せずに

別途，回帰曲線を求めなおしたところ，それぞれ次の回

帰式が得られた。これら各式を用いれば，設計時に想定

する地震動レベルに応じて，塑性率を簡易的に推定する

ことができる。なお，表－4 は，50Kine を例（合計 120

波）とする模擬地震波の地震動指標に関わる基本的統計

値である。 

  

29.2202.0 GAytR P=µ              (4a) 

  ( )
24.2

05.0max018.0 aytR S=µ                    (4b) 

  ( )
28.2

05.0max75.1 vytR S=µ                     (4c) 

  ( )
85.1

05.0max
310077.0 EytR V×=µ                (4d) 

 
 

5.まとめ 

 3 階建て鉄筋コンクリート造建築物を対象に合計 240

波の模擬地震波を用いた地震応答解析を行った。結果論

として，本解析対象は 2 階に変形が集中する建物となっ

ている。ただし，建物の固有周期は約 0.25sec の限定さ

れた場合であり，今後，少なくとも 0.1～0.5sec 内で固有

周期を変動させた場合の検証が必要である。いずれにせ

よ，本論文で検証した範囲内では以下の知見が得られた。 

(1) 耐震診断基準で与えられている靭性指標算定式は

地震応答解析結果の概ね下限値を表す設計式であ

ることが確認できた。 

(2) レベルⅠを想定した最大速度 25Kine の入力地震動

では多くが弾性範囲内となるが，レベルⅡを想定し

た最大速度 50Kine の入力地震動では現行の最大塑

性率 5 を大きく上回るケースが多数あった。 

(3) 上記(2)の結果に対して，どのような地震動レベル

によって塑性率が大きくなるかを把握した。その結

果，最大加速度，加速度及び速度応答スペクトルの

最大値及び等価速度スペクトルの最大値が大きく

なるにつれ，いずれも右上がりに塑性率が高くなる

ことがわかった。その中で，例えば最大加速度に着

目すると塑性率 5 のときの地震動レベルは 3.6～

4.5m/sec2
であることを把握した。 

(4) 上記(3)で示した因子を用いて塑性率を算定するた

めの回帰式を示した。 
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表－4 地震動指標に関わる基本的統計値 

(50Kine による模擬地震波の場合：計 120 波) 

項目

P GA )

[m/sec2]
maxS a (0.05)

[m/sec2]
maxS v (0.05)

[m/sec]
maxV E (0.05)

[m/sec]

最大値 5.60 13.27 1.55 4.91
平均値 3.08 7.92 1.07 2.59
最小値 1.48 3.55 0.51 0.77
標準偏差 0.887 2.495 0.182 0.734
変動係数 0.288 0.315 0.170 0.283
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